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自治体や地方厚生局などの立上げ支援もあり、
住民互助による自動車による移動支援は格段に広がってきた。
取組事例も増え、情報が行き交うようになってきた。
「助けたい」という思いが、
「いきがい」や地域づくりに繋がっている。
この流れを絶やさないよう、実践者は活動を広く発信し、
行政は「共感」から生まれた活動を「継続」できるように
仕組みづくりを進めよう。
課題に気づいた人は『とにかくやってみなはれ！』。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 河崎  民子氏 （特非）全国移動サービスネットワーク副理事長

加藤  由紀子氏 （特非）ふれあい天童理事長

福山  悦子氏 隠おたがいさん代表

今村  佳徳氏 松江市第２層ＳＣ

岸 　 英二氏 厚生労働省老健局地域づくり推進室課長補佐

自動車による移動支援をどう広げるか
（企画・協力：（特非）全国移動サービスネットワーク）

分 科 会 10第１部パネル 継続／大阪10／神奈川10

■ 寄せられた声から
● 私が担当する地区でも移動支援に関心が高いが、事故が怖いと壁が高かった。しかし、今日「やってみなは

れ」を聞き、他地区の取組みを見たことで私自身学びとなった。ＳＣとして地域へ貢献したい。
● 地元の交通機関とのしがらみがあり、なかなか進まない現状がありますが、松江市さんのようにうまく進め

ていけたらと思いました。
● シルバー人材センターの会員でありながら、第２層ＳＣをしつつ、福祉有償運送ドライバーもしております。

助成金についての話が参考になりました。
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いきがい
助け合い

　高齢者の困りごととして真っ先に上がることが多い暮

らしの足については、いきがい・助け合いサミットで一

貫してテーマの１つとされてきた。この間、県や地方厚

生局による市町村支援もあり、互助型で移動支援に取組

む地域は格段に増えてきた。静岡県内では73の地域で互

助による支援が行われている。

　移動支援を行う動機となる「困っている人がいる、助

けたい」という想いや活動がバトンタッチされ継続・発

展するためには、行政による支援が不可欠である。今回

は、ボランティアの想いを改めて共有し、同時に、支え

合う地域を持続可能にするための補助金や担い手発掘の

仕組みについて共有化することにした。

　進行役からは、神奈川県秦野市の事例を交えて担い手

発掘の仕組みと、市町村が総合事業で補助できる項目、

道路運送法制度の運用のなかで可能になることについて

整理をした。

　加藤由紀子氏は、離職して老親介護をした経験から、

「１人の困りごとは社会の課題」と気づき、30年前に、

高齢者のあらゆる困りごとに対応する互助活動を創った

想いを語った。特に、自動車による支援はニーズが高く、

認知症や車いす利用者など様々な対象者を受け入れてき

た。天童に住む方々や天童市にとっても、なくてはなら

ない存在になっている。山形県内各地で講師を務めるこ

とで取組み団体を広げてきた。「お仕着せの活動」では

なく「何とかして助ける」ことを優先する基本姿勢が会

場からの共感を呼んだ。

　福山悦子氏は、住民が行政と自治のまちづくりを推進

してきた歴史を語った。市内11団体が福祉にかかわる活

動をしており、隠おたがいさんも、いきがいと助け合い

を目的とした主体的な活動を広げている。移動支援を含

む生活支援の件数は、2021年度は1,273件に上ってい

る。名張市から150万円 / 年の補助を受けており、要介

護者になると１人あたり平均210万円 / 年の給付が必要

になると言われるなかで、介護予防に対する市と住民と

の合意の高さを感じた。発表を締めくくった「いっぺん

やってみなはれ！」を提言に取込むこととした。

　今村佳徳氏は、61世帯、高齢化率58％の松江市菅浦地

区で、移動手段の確保が最大課題となっていた菅浦自治

会が、移動支援を主目的として「菅浦手助すー隊」を結

成し、昨年４月に本格運行となったプロセスを報告した。

団体への支援は、保険者機能強化推進交付金（インセン

ティブ交付金）を財源とし、保健福祉事業として補助金

が年間35万円を上限に拠出されている（補助対象経費は、

保険料、備品、消耗品費、コーディネート料）。2021

年度はのべ460人の買い物や通院に利用されており、地

域力を表す象徴的な取組となっている。

　岸英二氏は、総合事業の位置づけは、移動そのものに

価値を置くものではなく、移動中や外出先でのふれあい

や、自分らしい暮らしの実現、地域づくりの１手段にな

ることが重要と述べた。行政支援に関しては、総合事業

にとどまらず、他の財源（保険者機能強化推進交付金等）

により新規事業をスタートすることも可能とし、保健福

祉事業に充てる事例として松江市、静岡県島田市、地域

支援事業（生活支援体制整備事業）に充当している奈良

県御所市を紹介した。また、行政職員も悩んでいると思

うが、住民から質問を受けたときに、どうしたらできる

かを一緒に考えてほしいと述べた。

議事要旨  河崎 民子氏

アンケートの結果 　参加者概数：250名　 回答者数：86名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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